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研究成果の概要（和文）：科学技術商業化の類型として、実践的教育プログラムの有効性に着目する『教育モデ
ル』を確立するために、その教育効果と商業化促進効果、満たすべき要件等を明らかにすることを試みた。その
結果、プログラムをきっかけにステークホルダーへの働きかけと共感の獲得が商業化プロセスの前進に有効であ
る可能性を見出した。また、プログラム受講者の教育効果を分析した結果、異なるバックグラウンドの受講者が
受講を通じて活発な知識交換を行うことを明らかにした。
以上から、科学技術商業化の『教育モデル』の概念化を試みたところ、Galison(1997)の提唱する「トレーディ
ング・ゾーン」を援用して説明できる可能性を見出した。

研究成果の概要（英文）：University-industry collaborative education is a potential solution for 
entrepreneurship training. It can give participants both sophisticated theory from university and 
experiential know-hows from industry, and both contribute to successful entrepreneur activities. 
This study proposes the concept of trading zone can be considered as potential framework for 
capturing this education method. That’s to say, the exchange of knowledge between students and 
practitioners is the essential learning experience of university-industry collaborative education. 
Furthermore, this study proposes heterogeneity between students and practitioners makes that 
exchange more meaningful, shared language provided by program staffs make exchange efficient, and 
the temporality and the extraordinariness of the program accelerate that exchange. This study gives 
one evidence for those our propositions, from the qualitative and quantitative analysis of Osaka 
University case.

研究分野： 産学連携、技術移転、アントレプレナーシップ、イノベーション

キーワード： 科学技術の商業化　産学連携　イノベーション　教育効果の測定　アントレプレナーシップ　エフェク
チュエーション　エコシステム

  １版



様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景	
	 大学で生まれた研究成果に基づくイノベ
ーションの加速は、我が国の喫緊の課題で
ある。先行研究では、『研究者モデル』、『リ
エゾンモデル』、『TLO モデル』、『インキュ
ベーターモデル』といった科学技術商業化
の類型が提示されてきた。しかし、大学で
生まれた科学技術は一般に、用途や市場創
出可能性が不明確であるのみならず、技術
的課題が多く残された未成熟なものである
ため、前述のいずれのモデルであっても、
商業化へと導きイノベーションにつなげる
ことは依然として難しい。それゆえ近年は、
未成熟段階にある科学技術を商業化に導く
ためのスキルを明らかにする研究や、当該
スキルを向上させる教育プログラムへの関
心が高まっている。	
	 筆者らは、このような背景を踏まえて、
予備的に海外大学を対象とする先進事例調
査を行ってきた。その結果、これらの大学
が、科学技術の商業化を担う人材育成と、
大学が保有する科学技術の商業化とを同時
に促進しうる、実践的な教育プログラムを
提供し始めていることを明らかにした。さ
らに、米国ボストン大学と同様の教育プロ
グラムを我が国で企画・開講した結果、こ
うした教育プログラムは我が国でも一定の
教育効果と商業化促進効果を有することが
示された。	
	 以上より、科学技術商業化の新たな類型
として、大学における実践的教育プログラ
ムを通じた『教育モデル』を提示しうるの
ではないかとの着想を得るに至った。	
	
２．研究の目的	
	 『教育モデル』の舞台となる実践的教育
プログラムを企画・開講するにあたり、「受
講者は必要なスキルを習得できるのか？」、
「受講後の受講者は、受講により習得した
スキルを定着し本業に有効活用できるの
か？」、「受講により受講者のキャリア形成
は変化するのか？」といった教育効果につ
いては、未だ明らかになっていない。	
	 また、教育プログラムの有効性に影響を
与える構成要素（科学技術の特性、受講者
の属性や構成、TLO スタッフの関与、中核
的起業家の有無、助成金・ギャップファン
ドとの接続性など）と教育効果および商業
化促進効果との因果関係は、未だ明らかに
なっていない。	
	 以上より、本研究は、当該教育プログラ
ムの教育効果と商業化促進効果、ならびに
両効果を高める要件について明らかにし、
科学技術商業化の『教育モデル』を確立し
ようとするものである。	
	
３．研究の方法	
(1)大阪大学（G-TEC;	 Global	 Technology	
Entrepreneurship	and	Commercialization）
を対象として、プログラムの構成要素を抽

出・整理し、それらが教育効果と商業化促進
効果にどのような影響を与えうるか、定量
的・定性的分析を試みた。研究手法としては
インサイダー・アクション・リサーチを採り、
当初の３名体制に後に２名の研究協力者を
加え５名体制とした。内訳は、２名が教育プ
ログラムの企画およびファシリテーターを、
次の２名が観察および部分的なファシリテ
ーターを、残る１名が第三者的な視点からの
分析と評価の役割を担った。	
(3)ボストン大学ビジネススクールの技術商
業化教育プログラムについて、科目担当教員
に対してインタビュー調査を行い、当該教育
プログラムの設計と実施のポイントを明ら
かにした。また当該プログラムの履修者に対
してインタビュー調査を行い、教育効果やプ
ログラムの有効性を明らかにした。	
(4)以上から、『教育モデル』の持つ教育効果
や商業化促進効果を整理するとともに、効果
的なプログラムの企画・実施に必要となる要
件を明らかにした。	

図 1	 科学技術商業化の『教育モデル』の概念図	

	
	
４．研究成果	
(1)H26 年度	
	 平成26年8月開催の、大阪大学における技術
商業化教育プログラム（G-TEC）を対象として、
シラバス、受講者、教育環境、演習課題とし
て取り組んだ科学技術などの構成要素が、受
講者の教育効果と科学技術の商業化促進効果
にどのような影響を与えたかについて、定量
的・定性的分析を試みた。同様に、九州大学
ビジネススクールの開講科目においても、
G-TECとの比較分析を試みた。更に、海外の類
似事例として、ボストン大学ビジネススクー
ルの開講科目について、担当教員に対して教
育プログラムの設計と実施のポイントについ
て情報収集を行うとともに、履修者に対して、
教育プログラムの効果や有効性に関するイン
タビュー調査を実施した。	
	 その結果、教育効果の定量的把握について
は、サンプル数の制約もあり、有効な効果測
定指標を見出すには至らなかった。一方、受
講者へのインタビュー調査からは、プログラ
ム受講によって、①技術と市場の洞察力の向
上、②リーダーシップの発揮、③異分野・異
業種の受容性とネットワークの拡大、④エコ
システムとの関係性強化、といった傾向が明

Lab.�

Start-up�
Spin-off 

T.T.O.�

Univ.�

3E4 Education Model�
Mentor 

(Alumni)�

Entrepr 
-eneur�

Educational 
 Courses 

‘Imagining’ 
BS� Incubator 

(Gap Fund)�

BPC�

‘Incubating’ 

Mobilization 

����

��� 
(1 ,2 

�%1�& 

TLO 
LO�

��� +1�2 
(��
)�

��� 

��'0�.* 
‘Imagining’ $�#� 

��2/�

�1�-(2�2 
(�,!'&�1")�

$�#�'
.1�1)�

‘Incubating’ 

Mobilization 

�	� 
����



らかとなった。特に、市場と技術の両方の洞
察を深めるために、企業をはじめとする学外
の専門家に対してインタビューを活発に行う
か否かが、教育効果や最終アウトプットの質
に重要な意味を持つことが明らかとなった。	
	 商業化促進については、教育プログラムの
直接的な効果は認め難いものの、プログラム
の実施を通じて、受講者ではなく案件担当者
（産学連携本部所属）のコミットメント意識
が高まり、結果的に商業化が促進されるケー
スが存在することが明らかとなった。この点
は、近年経営学の領域で注目を集めているエ
フェクチュエーションの理論と整合的である
可能性が示唆される。	
(2)H27 年度	
	 前年度の研究において、定量指標の抽出の
限界や当初の想定とは異なる要因の影響が判
明したため、本年度の研究では、分析のフレ
ームワークについて再検討した。	
	 まず、商業化の促進には、ステークホルダ
ーへの働きかけと関心の獲得によって技術と
市場の洞察を深めることが重要、という前年
度の研究結果をふまえて、G-TECを起点に、発
明者や産学連携本部の案件担当者などの学内
関係者、ベンチャーキャピタリストや各種専
門家、民間企業、学内外のギャップファンド
等からなる、商業化を取り巻くエコシステム
の全体像と構成要素を明らかにした。	
	

表1	 大阪大学のエコシステム構成要素	

名	 称 概	 要 
産学連携本部 
知的財産部 

･大阪大学で創出された知財の取得と

管理 
産学連携本部 
総合企画推進部 

･大阪大学の科学技術の商業化を支援 

大阪大学UICｷﾞ
ｬｯﾌﾟﾌｧﾝﾄﾞ 

･大阪大学の研究成果の実用化･起業

化を支援する学内ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
新産業創出協働

ユニット 
･産学連携本部のVCﾈｯﾄﾜｰｸ､ﾍﾞﾝﾁｬｰ創
業の可能性を評価 

協働研究所 ･大阪大学内の企業研究所 
共同研究講座 ･民間による学内独立研究組織 
G-TECプロジ
ェクト 

･技術商業化ｱｾｽﾒﾝﾄの教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ､米

国ﾎﾞｽﾄﾝ大学と同様の内容 
Student 
Analyst Prog. 

･学生による技術商業化ｱｾｽﾒﾝﾄ 

医学部附属病院 ･医薬品や医療機器関連の臨床応用時

の支援 
智適塾 ･臨床法実務教育拠点で､主に現役の

弁護士､弁理士から構成 
競争的資金 ･JST･文科省･AMED･自治体等の開

発資金等､特にPOC資金 
他大学・研究機

関 
･商業化に関与する研究者(PIや産連
本部のｲﾝﾌｫｰﾏﾙなﾈｯﾄﾜｰｸ) 

民間企業 ･共同研究､技術移転先 
･ﾃﾞﾊﾞｲｽ作成や試作面の協力 
･商業化のｱﾄﾞﾊﾞｲｽ等の提供 

大阪商工会議所 ･医療機器の開発に関心が高い企業と

のﾏｯﾁﾝｸﾞ会の提供等 
協働U以外の
VC 

･商業化に必要な専門的ｱﾄﾞﾊﾞｲｽの提

供･ﾊﾟｰﾄﾅｰの紹介等 

	 次に、商業化の促進には、教育プログラム
をきっかけとする案件担当者のコミットメン
トが大きく影響している可能性が示唆された
ため、教育プログラムの実施段階のみに焦点
を当てるのではなく、その前後を含む商業化
に向けた一連のプロセスにおいて、案件担当
者の行動（ステークホルダーへの働きかけ）
やエコシステムとの接続性について事例分析
を行った。	
	 その結果、G-TECによるアセスメントで商業
化に関する情報が整理された後で、産学連携
本部の案件担当者と発明者が協力して商業化
のステークホルダーに働きかけを行い、共感
する仲間を得ながら商業化プロセスを前に進
めるという行動が多く見られることが判明し
た。これは、近年経営学の領域で注目を集め
ているエフェクチュエーションの理論と整合
的である可能性が示唆される。	
	 また、働きかけの相手（ステークホルダー）
や利活用する資源（エコシステム構成要素）
が、学外のみならず大学内にも多く存在し、
商業化の前進に重要な役割を果たしているこ
とがわかった。このことは、アーリー技術の
商業化プロセスにおいて不確実性を縮減させ、
商業化を前進させるために、学外のみならず
学内のエコシステムの充実と利活用もまた重
要であることを示唆している。	
	

図2	 事例（波形計測技術）の商業化の道のり	
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(3)H28 年度	
	 前年度の成果を踏まえ、最終年度は教育プ
ログラムの企画運営において満たすべき諸
条件を整理するために、特に大学側受講者
（学生／若手研究者）と産業界側の受講者に
分けて、定性的／定量的に教育効果を分析し
た。	
	 まず、受講者のアンケート自由記述欄やイ
ンタビューなど定性的な分析を行った結果、
大学側受講者は、本プログラムを通じてビジ
ネスのリアリティを学ぶとともに、商業化の
停止というシビアな結論であっても、そこに
至る過程で豊富な学びを得ていた。加えて、
グループ演習を通じて産業界側の受講者か
らモチベーションやコミュニケーションの
重要性を学んでいた。一方、産業界側の受講
者は、アカデミックな理論とフレームワーク
を学習し、技術商業化プロセス全体を俯瞰し



て理解することが重要であるとの気付きを
得ていた。加えて、グループ演習で大学側受
講者が発する素朴な質問から、自らの思考の
バイアスに気づく効果があった。さらに、本
研究対象のような日常を離れた短期集中プ
ログラムは、受講者に自由でリスクフリーな
挑戦の意識をもたらしていることが明らか
となった。	
	 次に、受講者に対するアンケート調査から
受講前／後の保有能力の変化を定量的に分
析したところ、大学側受講者は基本的なビジ
ネススキルおよび外部機関との連携に関す
る能力が有意に向上した一方で、産業界側の
受講者は、技術商業化の理論と手法の獲得お
よびチームビルディングの能力について有
意な向上がみられた。	
	 以上、定性的／定量的な教育効果の分析を
通じて、G-TEC のような短期集中型で日常を
離れた教育プログラムは、受講者に対して特
別な環境を提供しており、その特徴として以
下の５項目を抽出した。	
①G-TEC のような教育プログラムは、大学側
受講者と産業界側の受講者による活発な知
識交換を特徴とする。	
②その知識交換は、受講者の属性やバックグ
ラウンドの多様性から生じている。	
③異なる属性の受講者間での知識交流は、受
講者が従前から保有していた知識体系を再
構成する作用を持つ。	
④プログラムのファシリテーターは、知識交
換の仲介役としての機能を持つ。	
⑤時限的かつ日常とは大きく異なるプログ
ラムの環境は、受講者の学びを活性化させ
る。	
	
	 以上の分析を踏まえて、科学技術商業化の
『教育モデル』が具備すべき特性について概
念化を試みたところ、時限的かつ日常を離れ
た特別な環境で、異なる属性の受講者が集う
場の特徴は「トレーディング・ゾーン
（Galison,	1997）」を援用して説明できる可
能性を見出すことができた。	
	

図 3	 トレーディング・ゾーンの概念図	
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